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業務の適正を確保するための体制
（1）業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の概要
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため行動規
範を定め、個々の役職員が遵守するよう推進を図るとともに、「コンプライアンス委員
会」を設置し、コンプライアンス意識の普及及び啓発を行う。

ロ 使用人の職務の執行は、各関係部門が法令及び定款に適合することについて確認する
ほか、必要に応じて法律チェックの担当部署又は顧問弁護士に指導を受ける。

ハ 代表取締役社長COOの直轄の内部監査部門が職務執行に関わる関係法令、経営方針、
社内規程その他規範の遵守が行われているか内部監査を行う。

ニ 「内部通報制度運用規程」を整備し、取締役及び使用人は、不正、違法、反倫理的行
為が発生した場合又はその恐れがあると判断した場合は内部通報する。違法行為等が確
認されなかった場合を除き、コンプライアンス委員会は、調査及び対応を行い、その結
果を代表取締役社長COOに報告する。

ホ 反社会的勢力とは一切関係を持たない旨を行動規範に定め、市民社会の秩序や安全に
脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては警察や顧問弁護士等と連携し、毅然とし
て対応する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役及び執行役員の職務の執行に係る取締役会、経営会議、経営企画会議等の議事

録、稟議書その他の重要な情報は、社内規程に従い適切に保存管理する。
また、これらの文書は取締役の要求があった場合、速やかに提出する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ 業務活動全体におけるリスク管理に関しては、各関係部門で規程及びガイドラインの
制定並びに研修の実施を行うとともに、経営企画会議の直轄の「コンプライアンス委員
会」及びその諮問機関である「危機管理委員会」が社内規程に基づいてリスクの把握・
リスク対策の検証を行う。

ロ サステナビリティ経営におけるリスク管理に関しては、経営企画会議直轄の「サステ
ナビリティ委員会」が社内規程に基づいてサステナビリティ経営における重要な危機の
洗い出し及び重要な危機に関して各部門が構築する予防・対応策の検証及び改善策の策
定を行うとともに、重要な危機にかかる事項は社内規程に基づいてコンプライアンス委
員会に報告する。
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ハ 代表取締役社長COOの直轄の内部監査部門が内部監査計画等に基づきリスク対策の
有効性の評価を行う。

ニ リスクが発生し、重大な損害が予想される場合には、「コンプライアンス委員会」が
対応するとともに、代表取締役、監査等委員会、取締役会及び経営企画会議に報告す
る。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ 取締役会による経営意思決定・監督機能と、執行役員による事業の業務執行機能とを
原則として分離し、全社的な事業運営レベルにおける分権経営を強化するために執行役
員を設置し、「執行役員規程」に基づき取締役会の定めた業務執行を行う。

ロ 取締役会の意思決定の効率化を図るため、取締役の人員の適正化を図るとともに、コ
ーポレート機能として設置した経営企画会議では、取締役会に付議・報告すべき重要な
事項、業務執行状況の管理、経営の執行に係る企画・政策事項について、事前に協議す
る。

ハ 上席執行役員、執行役員、部門長、副部長の参加による経営会議において経営方針に
基づく業務執行についての協議、執行状況の報告を行う。

ニ 取締役会の監督機能を果たすため、取締役会の決定事項に係る業務の執行状況は、取
締役会及び経営会議で報告し、又は決裁書で回議する。

ホ その他の重要な業務の執行について、社内規程により、意思決定を行う機関及び手続
の整備を行う。

へ 中期経営計画を定め各年度の経営方針を決定し、これに基づいて職務を執行し、業績
管理実施要領に基づき経営計画の進捗について定期的に実績の評価及び分析を行う。

⑤ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
当社が定める「関係会社管理規程」において、子会社の経営内容を的確に把握するた
め、経営概況、財務状況その他重要な事項について必要に応じて関係資料等の報告及び
提出を求める。また、子会社の取締役は経営に重大な影響を及ぼす事項と判断した場合
は、当社に報告する。

ロ 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
「関係会社管理規程」に基づき、経営企画部が子会社を統括し、監査室による監査を通
じたモニタリングを行うことによって、子会社の取締役及び使用人の職務の執行につい
てコンプライアンスの確立及びリスクの適切な管理、対応等を推進する。
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ハ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役は、当社の子会社の取締役及び使用人との情報交換その他の連携体制を強化する
とともに、子会社における業務の適正を確保する「関係会社管理規程」に基づき、子会
社の重要事項の執行について報告させる。また、「関係会社管理規程」に基づき、その
自主性を尊重しつつ、適切な管理及び支援等を行うことにより、適正かつ効率的な業務
執行が行われる体制を整備する。

ニ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制
子会社のコンプライアンスの確保は、原則、当社の「コンプライアンス委員会規程」に
準じて対応し、法令及び定款を遵守した行動に努める体制を構築する。また、当社内部
通報窓口へは、子会社の取締役及び使用人等からの通報も可能とし、不正行為等の早期
発見と是正を図る。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人、当該取締役及び使用人の取締役
（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性並びに当該取締役及び使用人に対する監
査等委員会の指示の実効性に関する事項
イ 現在、当社の規模等を考慮し、監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人を
置いていないが、内部監査部門は、監査等委員会と連携し監査効率の向上を図るよう努
める。監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）は監査等委員会と協議のうえ、必要に応じて使用人
を置く。なお、監査等委員会の職務を補助すべき取締役は置かない。

ロ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置いた場合、当該使用人の人事等について
は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）と監査等委員会が意見交換を行い決定
する。

ハ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置いた場合、当該使用人は、監査等委員会
の指揮命令の下でその職務を遂行する。

⑦ 取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための
体制その他の監査等委員会への報告に関する体制
イ 取締役会その他の重要な会議に監査等委員が出席し、取締役の意思決定の過程及び執
行状況について効率的な監査が行えるようにする。
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ロ 「コンプライアンス委員会」に監査等委員が出席し、取締役の職務執行の監査を行う
とともに、リスクが発生し、重大な損害が予想される場合の対応の監査が効率的に行え
るようにする。

ハ 「サステナビリティ委員会」に監査等委員が出席し、サステナビリティ経営にかかる
リスクが発生し、重大な損害が予想される場合の対応の監査が効率的に行えるようにす
る。

ニ 各種会議議事録、稟議書等の文書は監査等委員会の要求があった場合、速やかに提出
し、社内規程による報告体制の整備を行う。

ホ 取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び使用人は、不正、違法、反倫理的行為が
発生した場合又はその恐れがあると判断した場合は内部通報し、違法行為等が確認され
なかった場合を除き、監査等委員が出席する「コンプライアンス委員会」を開催する。
また、内部通報の通報者に対し、通報を理由とした懲戒処分や不利益な配置転換その他
不利益な取扱いは行わない。

ヘ 取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び使用人は、財産、評判等を著しく毀損す
るおそれのあるリスク及びあらかじめ定められたリスクの発生を発見した場合は、直ち
に「コンプライアンス委員会」のいずれかの委員及び監査等委員会に報告する。

⑧ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の
執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員の職務の執行について生ずる費用については監査等委員会の要望を受け予算

を措置する。また、監査等委員がその職務の執行について、会社に対し費用の前払い等の
請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必要で
ないことを証明した場合を除き支払う。

⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ 代表取締役と監査等委員会の定例会議を開催し、会社が抱える問題、リスクについて
の説明の機会を設けるほか、監査環境等についても意見交換を行う。

ロ 「内部監査規程」、年間の内部監査計画等により、内部監査部門、監査等委員会及び会
計監査人との連携について明示し、相互の協力及び情報交換に努める。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① コンプライアンスに関する取組み
・コンプライアンス委員会を年２回開催し、リスクの把握・リスク対策の検証を行いま
した。また、コンプライアンス意識の普及啓発のため、役職員に向けた情報提供を毎
月２回行うとともに、各部門のコンプライアンスリーダーによる研修を下半期に実施
したほか、個人情報保護に関する研修を実施しました。

・コンプライアンス違反を防ぐことを目的として、各部門においてハラスメントに関連
するコンプライアンス研修を実施しました。

・内部通報制度の運用状況について定期的にコンプライアンス委員会に報告しました。
② リスク管理に関する取組み
・各部門がリスクの自己評価を行い、その結果をコンプライアンス委員会及びその諮問
機関である危機管理委員会に報告するとともに、重要なリスクについては、リスクの
自己評価の結果や経営環境の変化に応じて適切に管理されているか検証を行いました。

・外部環境や内部環境の変化に応じたリスク管理体制の強化を目的として、コンプライ
アンス委員会において、重要なリスクを見直すとともに、重要なリスクそれぞれにリ
スクオーナー部署を設置しました。

③ 職務執行が効率的に行われることに関する取組み
・経営企画会議を原則毎月開催し、取締役会に付議・報告すべき重要な事項、業務執行
状況の管理、経営の執行に係る企画・政策事項について、協議いたしました。また、
経営会議を原則毎月開催し、経営方針に基づく業務執行についての協議、執行状況の
報告を行いました。

・意思決定の効率化を図ることを主な目的として、意思決定を行う機関及び手続を定め
る決裁基準の見直しを行いました。

・中期経営計画について、業績管理実施要領に基づき定期的に実績の評価及び分析を行
いました。

④ 内部監査の取組み
・内部監査部門が内部監査基本方針及び内部監査計画に基づいて、各部門を対象とした
コンプライアンス監査、業務監査、リスクマネジメント監査及び会計監査を行いまし
た。監査において発見された課題に対しては、年度内に追加監査を実施しました。

・会社の組織、制度及び業務が、経営方針及び諸規程並びに関係法令に準拠し、効率的
に運用されているかの検証、評価及び助言を行いました。

・監査結果については、代表取締役社長COO、監査等委員会及び関係部門に報告するほ
か、定期的に取締役会に報告しました。
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⑤ 監査等委員会監査の取組み
・取締役会、経営会議、コンプライアンス委員会、サステナビリティ委員会などの重要
な会議へ監査等委員が出席するとともに、重要な会議議事録及び稟議書などの決裁書
類等の閲覧や事業所への訪問等により、執行状況の確認を行いました。

・代表取締役・取締役と監査等委員との定例会議を個別に開催し、会社が抱える課題、
リスク等についての説明を求めた他、監査環境等についての意見交換を行いました。

・監査等委員、会計監査人及び内部監査部門間で打ち合わせを定期的に実施し、相互の
協力及び情報交換を行いました。
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株主資本等変動計算書
（2024

2025
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金
固定資産
圧縮積立金 別途積立金

当期首残高 1,650,000 404,986 319,680 724,666 412,500 771,502 36,931,000
当期変動額
固定資産圧縮積立金の取崩 △9,879
税率変更による積立金の調整額 △9,651
別 途 積 立 金 の 積 立 350,000
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 36,074 36,074
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 36,074 36,074 ― △19,531 350,000
当期末残高 1,650,000 404,986 355,755 760,741 412,500 751,971 37,281,000

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 1,038,407 39,153,410 △4,785,723 36,742,353 9,900,619 9,900,619 46,642,973
当期変動額
固定資産圧縮積立金の取崩 9,879 ― ― ―
税率変更による積立金の調整額 9,651 ― ― ―
別 途 積 立 金 の 積 立 △350,000 ― ― ―
剰 余 金 の 配 当 △623,754 △623,754 △623,754 △623,754
当 期 純 利 益 679,583 679,583 679,583 679,583
自 己 株 式 の 取 得 △149,698 △149,698 △149,698
自 己 株 式 の 処 分 150,375 186,450 186,450
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △673,371 △673,371 △673,371

当 期 変 動 額 合 計 △274,639 55,828 677 92,580 △673,371 △673,371 △580,790
当期末残高 763,767 39,209,239 △4,785,046 36,834,934 9,227,248 9,227,248 46,062,182
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社株式

移動平均法による原価法
（2）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品、製品、半製品、仕掛品、原材料、貯蔵品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）

3. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物並びに太陽光発電設備については、定額法
を採用しております。

（2）無形固定資産
定額法を採用しております。

4. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（3）役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき計上しております。

（4）役員株式給付引当金
株式交付規程に基づく当社の取締役等への当社株式の交付等に備えるため、当事業年度末における株
式給付債務の見込額に基づき計上しております。

（5）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき
計上しております。
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① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）による定額法に
より費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（6）役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
なお、2004年６月に役員退職慰労金制度を廃止しており、役員退職慰労引当金残高は従前の制度に
よる在任役員に対する支給予定額であり、2004年４月以降の要支給額の新たな発生はありません。

5. 収益及び費用の計上基準
養命酒関連事業では、養命酒、酒類及び食品類の製造及び販売を主な事業としております。このような販

売については通常、商品又は製品の引渡時点において当該商品又は製品に対する支配が顧客に移転し、履行
義務が充足されますが、当社は収益認識に関する会計基準の適用指針第 98 項に定める代替的な取扱いを適
用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時まで
の期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。なお、履行義務の充足時点である
商品又は製品の引渡し後、概ね３ヶ月以内に支払いを受けております。
また、収益は顧客との販売契約における対価からリベートや値引き、返品等を控除した金額で算定してお

ります。顧客との契約における対価に変動対価が含まれている場合には、変動対価に関する不確実性が事後
的に解消される際に、解消される時点までに計上された収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に
限り、取引価格に含めております。
くらすわ関連事業では、直営の商業施設において商品又は製品の販売及びレストランの運営を行う店舗運

営並びにインターネットやカタログ等を通じた通信販売を主な事業としております。店舗運営における販売
では、顧客に商品又は製品を引き渡した時点、サービスを提供した時点でそれぞれ履行義務が充足されるこ
とから、当該時点で収益を認識しております。また、概ね履行義務の充足時点にて対価の支払いを受けてお
ります。通信販売では、商品又は製品の引渡時点において当該商品又は製品に対する支配が顧客に移転し、
履行義務が充足されますが、当社は収益認識に関する会計基準の適用指針第 98 項に定める代替的な取扱い
を適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時
までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。なお、履行義務の充足時点で
ある商品又は製品の引渡し後、概ね１ヶ月以内に支払いを受けております。
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（会計上の見積りに関する注記）
(くらすわ関連事業に係る固定資産の減損)
(1)当事業年度の計算書類に計上した金額
有形固定資産及び無形固定資産 12,308,001千円

うち、くらすわ関連事業 3,791,210千円
(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、主として事業セグメントを基礎とした資産のグルーピングを行っており、更に小売り・サービス事

業を中心とした「くらすわ関連事業」においては、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主に店舗
を単位とした資産のグルーピングを行っております。
資産グループごとに営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっている場合や閉鎖等の意思決定によ

り、減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総
額と帳簿価額を比較し、減損損失の認識の要否を判定しております。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額が帳簿価額を下回り、減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
帳簿価額の減少額は減損損失として計上しております。
店舗を単位とした資産グループの割引前将来キャッシュ・フローの基礎となる事業計画における主要な仮定

は、店舗の売上高（顧客数、顧客単価）、売上原価率、人件費及び店舗家賃等の将来予測であります。
これらの見積りにおいて用いた仮定が、経営環境の変化等により見直しが必要となった場合には、翌事業年

度の計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

（追加情報）
(役員報酬ＢＩＰ信託に係る取引について)
当社は、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。以下同じ。）及び当社と委任契約を締結し

ている執行役員（以下「取締役等」という。）を対象に、信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っており
ます。
(1)取引の概要
当社は、中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、会社業績との連

動性が高く、かつ透明性・客観性の高い役員報酬制度として、業績連動型の株式報酬制度である「役員報酬Ｂ
ＩＰ信託」を導入しております。
本制度では、取締役等のうち一定の要件を充足するものを受益者とし、当社が当社株式の取得資金を拠出す

ることにより信託を設定します。当該信託は、あらかじめ定める株式交付規程に基づき取締役等に交付すると
見込まれる数の当社株式を、当社からの第三者割当により取得します。その後、当該信託は、株式交付規程に
従い、信託期間中の各事業年度の業績目標の達成度等に応じて、当社株式及び当社株式の換価処分金相当額の
金銭を役員報酬として、毎年一定時期に交付及び給付いたします。
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(2)信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度において168,206千円、
72,419株であります。

（貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 19,770,401千円
2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 9,556千円
短期金銭債務 550千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
販売費及び一般管理費 1,500千円
営業取引以外の取引高 638千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の総数に関する事項

普通株式 16,500,000株
2. 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普通株式 2,666,357 63,337 81,349 2,648,345
（注１）普通株式の自己株式の株式数の増加63,337株は、役員報酬ＢＩＰ信託による当社株式の取得による増

加63,100株、単元未満株式の買取による増加237株によるものであります。
（注２）普通株式の自己株式の株式数の減少81,349株は、役員報酬ＢＩＰ信託への譲渡による減少63,100株、

役員報酬ＢＩＰ信託から株式交付対象者への交付による減少18,249株によるものであります。
（注３）当事業年度末の自己株式の株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式72,419株が含まれて

おります。

3. 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

2024年６月27日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項
① 配当金の総額 623,754千円
② １株当たり配当額 45円
③ 基準日 2024年３月31日
④ 効力発生日 2024年６月28日
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（注）配当金の総額には役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式27,568株に対する配当金1,240千円が含ま
れております。

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
2025年６月27日開催の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。
① 配当金の総額 626,583千円
② 配当の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 45円
④ 基準日 2025年３月31日
⑤ 効力発生日 2025年６月30日

（注）配当金の総額には役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社株式72,419株に対する配当金3,258千円が含ま
れております。

（税効果会計に関する注記）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 57,016千円
未払事業税等 10,626千円
減価償却費 10,568千円
減損損失 149,508千円
役員退職慰労引当金 9,240千円
その他 44,793千円
繰延税金資産小計 281,753千円
評価性引当額 △100,022千円
繰延税金資産合計 181,730千円

繰延税金負債
前払年金費用 △229,563千円
固定資産圧縮積立金 △334,510千円
その他有価証券評価差額金 △4,016,707千円
その他 △2,476千円
繰延税金負債合計 △4,583,258千円
繰延税金負債の純額 △4,401,527千円
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2．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026

年４月１日以後開始する事業年度より「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資

産及び繰延税金負債については、法定実効税率を29.9％から30.8％に変更し計算しております。
この変更により、当事業年度の繰延税金負債（繰延税金資産の金額を控除した金額）が131,265千円、法人

税等調整額が13,894千円それぞれ増加し、その他有価証券評価差額金が117,371千円減少しております。

（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については、資産の保全を第一とし比較的安全性の高い預金、債券等に限定し、ま
た、資金調達については銀行借入れによる方針です。なお、デリバティブ取引は行っておりません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して、当社は、与

信管理規程を定め、取引先の経営状況に応じた与信枠の設定、取引保証金の受入等を行う体制としてお
ります。投資有価証券は、債券及び主として業務上関連性のある企業の株式であります。長期預金は、
定期預金であります。また、関係会社に対し長期貸付を行っております。
債券は、市場価格の変動リスク及び信用リスクに晒されております。また、長期預金は、信用リスク

に晒されております。当社では、資金運用管理規程を定め、債券については信用力の高いもののみを対
象とし、長期預金については、信用力の高い金融機関とのみ取引をしております。また、償還期限、預
入期間が長期に及ぶものについては、長期的な資金需要と金利の動向を勘案して、慎重にその選定を行
っております。なお、資金運用管理規程に定めのない金融商品の取り扱いにつきましては、取締役会の
決議事項としております。株式については、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に把
握された時価の取締役会への報告や、保有先企業との状況を勘案した継続的な見直しを行っておりま
す。また、関係会社に対する長期貸付については定期的に財務状況の把握を行っております。
営業債務である買掛金は１年以内の支払期日であります。長期預り金は、主に営業債権の保全を目的

に取引先から受け入れた取引保証金であります。
営業債務や長期預り金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では各部署からの報告に基づき適

時に資金繰計画を作成・更新するなどの方法により管理しております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）
貸借対照表計上額（*1） 時 価（*1） 差 額

（1）投資有価証券
その他有価証券 23,918,672 23,918,672 ―

（2）長期預金 5,200,000 5,173,503 △26,496
（3）関係会社長期貸付金 81,000 79,137 △1,862
（4）長期預り金 (1,755,250) (1,828,713) 73,462
（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（*2）「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するも

のであることから記載を省略しております。
（*3）市場価格のない株式等は、「(1)投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は、非上場株式

915,656千円、関係会社株式56,919千円であります。

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。
レベル 1 の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル 2 の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル 3 の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属

するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1)時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 17,836,856 ― ― 17,836,856
国債 373,220 ― ― 373,220
社債 ― 5,708,596 ― 5,708,596

資産計 18,210,076 5,708,596 ― 23,918,672
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(2)時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル1 レベル2 レベル3 合計
長期預金 ― 5,173,503 ― 5,173,503
関係会社長期貸付金 ― 79,137 ― 79,137

資産計 ― 5,252,641 ― 5,252,641
長期預り金 ― 1,828,713 ― 1,828,713

負債計 ― 1,828,713 ― 1,828,713

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式、国債及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び国債は活発な市場で取引され

ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社債は、市場での
取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類して
おります。
長期預金
長期預金の時価は、期間に基づく区分ごとに、その将来のキャッシュ・フローと、新規に預金を行った場合

に想定される預金金利を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
関係会社長期貸付金
関係会社長期貸付金の時価は、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率を基に、割

引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期預り金
長期預り金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引

現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
（賃貸等不動産に関する注記）
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項
当社では、東京都その他の地域において、自社ビルの一部賃貸や賃貸用の共同住宅等を所有しております。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価
2,438,689 6,250,290

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２） 当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価基準に基づ

く金額、その他の物件については重要性を鑑み、主として固定資産税評価額等の適切に市場価格を反
映していると考えられる指標に基づく価格で算定したものであります。
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（関連当事者との取引に関する注記）
該当事項はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 3,325円39銭
2. １株当たり当期純利益 49円08銭
（注) 株主資本において自己株式として計上されている「役員報酬ＢＩＰ信託」に残存する当社株式は、１

株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、また、１株
当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末自己株式は72,419株であり、１株当た
り当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は52,450株であります。

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（収益認識に関する注記）
1. 収益の分解

（単位：千円）
報告セグメント

合計
養命酒関連事業 くらすわ関連事業

売上高
顧客との契約から生じる収益 8,246,318 1,476,241 9,722,559
その他の収益 294,700 ― 294,700
外部顧客への売上高 8,541,018 1,476,241 10,017,259

2. 収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「5.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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